　意見案第６号
障害者施策の充実を求める意見書

政府は、第162回通常国会に「障害者自立支援法案」を提出し、現在、審議中である。　同法案は、これまでの障害保健福祉施策を大きく見直し、障害のある方々が、一人一人に応じた支援を受けながら、地域で自立した生活を送ることができる社会づくりを目指す重要なものである。
同法案においては、身体障害、知的障害、精神障害の福祉サービスの一元化、就労への支援強化、国の財政責任の明確化、利用者も含め、費用を皆で支え合う仕組みの構築を図るなどとされているが、利用者負担については、これまでの所得にのみ応じた負担から、サービス量と所得に応じた負担への見直しに際し、特に低所得者の方々に対する適切な負担上限の設定を行うことや、きめ細かな経過措置を講じ、障害のある方々の自立を損なうことのないよう、十分な配慮が必要である。
このたびの見直しは、障害者にとっては極めて重要な問題であり、自立はもとより、生きるために不可欠なサポートを保障すべきとの観点からさまざまな意見が寄せられている。
よって、国においては、今後の障害者に対する支援体制を整備するに当たっては、引き続き関係者の声を十分に聞き、障害者施策の充実に向け、より良い制度の構築に最善を尽くすよう強く要望する。
　

以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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